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長崎県サービス管理責任者等研修事業者指定要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、「サービス管理責任者研修事業の実施について」（平成１８年８月３０日

障発第０８３０００４号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）の「サービス管理

責任者研修事業実施要綱」（以下「事業実施要綱」という。）９に基づき、長崎県知事（以下

「知事」という。）が指定等を行う場合について必要な事項を定め、研修事業の円滑な実施

を図ることを目的とする。 

 

（指定の要件） 

第２条 知事は、本研修事業の指定を受けようとする者（以下「申請者」という。）が次に掲

げる要件を満たすと認められる場合は、研修事業者として指定することができるものとする。 

(1) 研修事業者に関する要件 

ア 事業を適正かつ円滑に実施するために必要な事務的能力及び事業の安定的運営に必

要な財政基盤を有するものであること。 

イ 研修事業の経理が他の経理と明確に区分され、会計帳簿、決算書類等研修事業の収

支の状況を明らかにする書類が整備されていること。 

ウ 講師について、職歴、資格、実務経験、学歴等に照らし、各科目を担当するため

に適切な人材が適当な人数確保されていること。 

エ 長崎県内に主たる事業所を有していること。 

 

(2) 研修事業内容に関する要件 

ア 事業実施要綱及びこの要綱に定めるいずれかの研修についてその内容に従い、継続

的に毎年１回以上実施すること。 

イ 研修事業の対象者は、サービス管理責任者研修については、指定障害福祉サービス

事業所又は指定障害者支援施設において、サービス管理責任者として従事している者

又は従事しようとする者とすること。 

児童発達支援管理責任者研修については、指定障害児通所支援事業所又は指定障害

児入所施設並びに基準該当障害児通所支援事業所において児童発達支援管理責任者

として従事している者又は従事しようとする者とすること。 

ウ 研修カリキュラムは、事業実施要綱の別紙１から別紙８のとおりとすること。 

ただし、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を延長することや必要な科目を

追加することは差し支えない。 

エ 研修事業は長崎県内で開催すること。 

(3) 研修受講者に関する要件 

ア 研修受講者に研修内容等を明示するため、少なくとも次に掲げる事項を明らかにし

た学則等を定め、これを公開すること。 

(ｱ) 開講目的 

(ｲ) 研修事業の名称 

(ｳ) 実施場所 
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(ｴ) 研修期間 

(ｵ) 研修カリキュラム 

(ｶ) 講師氏名及び担当科目 

(ｷ) 研修修了の認定方法 

(ｸ) 開講時期 

(ｹ) 受講資格 

(ｺ) 受講手続（募集要項等） 

(ｻ) 受講料等 

イ 研修への出席状況等研修受講者に関する状況を確実に把握し保存すること。 

ウ 全日程出席した者を研修修了者とし、研修修了者に対し、修了証書を交付すること。 

エ 研修修了者について、修了証書番号、修了年月日、氏名、生年月日等必要な事項を

記載した名簿を作成し、作成後遅滞なく知事に提出すること。 

オ 受講申込者の申込情報及び研修修了者の名簿等の個人情報について、十分な注意を

払った上で管理すること。 

カ 受講者申込方法及び受講者決定方法については、知事と協議すること。 

 

(4) その他の要件 

ア 事業運営上知り得た受講申込者等に係る秘密の保持について、十分留意すること。 

イ 研修受講者が演習等において知り得た個人の秘密の保持について、受講者が十分に

留意するよう指導すること。 

ウ 研修受講者に対し、人権の尊重について理解させるように努めること。 

エ 障害のある研修受講者に対しては、研修事業の実施に際して必要な配慮を行うこと。 

オ 研修の時間帯、曜日については、研修受講者が受講しやすいようにすること。また、

必ずしも連続して行う必要はなく、分野別のカリキュラムに関しては適宜分割するな

どして、幅広く受講できるよう配慮すること。 

カ 研修受講者を募集する際は、ホームページで募集を図る等周知に努めること。 

キ 指定期間は、指定を受けた日から研修を実施する年度の年度末までとする。 

 

２ 知事は、前項の規定にかかわらず、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、前項

の指定を行わない。 

 (1) 知事又は他の都道府県知事（指定都市又は中核市の市長を含む。）により研修事業者

としての指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者である

とき。 

 (2) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123

号）に基づき、指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設、指定一般相談支

援事業者、指定特定相談支援事業者又は指定自立支援医療機関としての指定を取り消

され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者であるとき。 

(3) 児童福祉法（昭和22年法律第164号）に基づき、指定障害児通所支援事業者、指定

障害児入所施設又は指定障害児相談支援事業者としての指定を取り消され、その取消

しの日から起算して５年を経過しない者であるとき。 
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(4) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）に基づき、指定居宅サービス事業者、指定

地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、介護保険施設、指定介護予防

サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者、指定介護予防支援事業者

としての指定又は許可を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない

者であるとき。 

 (5) 知事又は他の都道府県知事（指定都市又は中核市の市長を含む。）により、基準違反

に関する改善勧告、改善命令その他行政処分を受け、その内容についての改善がなさ

れていない者であるとき。 

 

（指定申請の手続） 

第３条 申請者は、次に掲げる事項を記載した指定申請書（第１号様式）を知事に提出するこ 

と。 

(1) 申請者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地並びにその

代表者の氏名及び住所） 

(2) 研修事業の名称及び実施場所 

(3) 事業開始予定年月日 

(4) 学則等 

(5) 研修カリキュラム 

(6) 講師等選定調書（様式第２号） 

(7) 研修修了の認定方法 

(8) 事業開始年度及び次年度における研修事業に係る収支予算の細目 

(9) 申請者の資産状況 

(10) 誓約書（第３号様式） 

(11) その他指定に関し知事が必要であると認める事項 

２ 申請者が法人であるときは、申請書に定款、寄付行為その他の規約を添付すること。 

 

（申請内容変更の届出） 

第４条 本事業の指定を受けた者（以下「指定研修事業者」という。）は、申請内容に変更を

加える場合には、知事に対し、あらかじめ、指定内容変更届（第４号様式）により、変更の

内容、変更時期及び変更理由を届け出るものとし、第３条第１項第５号から第７号の事項に

変更を加える場合にあっては、変更について承認を受けなければならない。 

 

（事業計画書の提出） 

第５条 指定研修事業者は、知事に対し、毎年度、あらかじめ事業実施計画書（第５号様式）

に次に掲げる書類を添付して提出すること。なお、提出した事業実施計画書に変更を加える

場合には、事業実施計画変更届（第６号様式）を提出すること。 

(1) 学則等（募集要項） 

(2) 研修カリキュラム 

(3) 研修日程表 

(4) 講師等の氏名及び担当科目 
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(5) 当該年度における研修事業に係る収支予算の細目 

 

（修了証書の交付） 

第６条 指定研修事業者は、全日程を受講した研修修了者に対し、修了証書（第７号様式及び

第８号様式）を交付すること。 

２ サービス管理責任者等実践研修、サービス管理責任者等更新研修の修了者に交付する修

了証書については、サービス管理責任者告示又は児童発達支援管理責任者告示の規定により、

次に更新研修を修了すべき期日を記載するものとする。 

３ 修了証書の亡失又はき損により、研修修了者から証明の依頼があったときは、証明等を行

うこと。 

 

（実施報告書の提出） 

第７条 指定研修事業者は、知事に対し、研修事業終了後60日以内に事業実施報告書（第９号

様式）に次に掲げる書類を添付して提出すること。 

(1) 修了者名簿（第10号様式） 

(2) 研修資料 

(3) 当該年度における研修事業に係る収支決算書 

 

（廃止の届出） 

第８条 指定研修事業者は、研修事業を廃止しようとする場合には、知事に対し、あらかじめ

事業廃止届（第11号様式）を提出し、指定の取消しを受けなければならない。 

 

（調査及び指導） 

第９条 知事は、指定研修事業者に対して、研修事業の実施等に関して必要があると認めると

きは、指定研修事業者の事務所及び研修実施場所等において実地調査を行い、必要に応じて

指定研修事業者に対し報告を求めることができる。また、これにより適正を欠くと認めると

きは、指定研修事業者に対して改善指導を行うことができる。 

２ 知事は、前項に基づく改善指導に指定研修事業者が従わない場合は、改善が認められるま

で、研修事業の中止を命ずることができる。なお、この場合においては、あらかじめ、書面

をもって当該指定研修事業者に通知するものとする。 

 

（指定の取消し） 

第10条 知事は、指定研修事業者が次のいずれかに該当するときは、指定を取消すことができ

る。 

(1) 第２条に掲げる要件に適合しなくなったとき。 

(2) 指定申請又は実績報告等において、虚偽の申請又は報告があったとき。 

(3) 研修事業の実施に関し、不正な行為があったとき。 

(4) 第９条第１項に定める調査に応じない場合又は改善指導に従わないとき。 

(5) その他、研修事業を適正に実施する能力が欠けると認められるとき。 

２ 知事は、前項に定める指定の取消しを行う場合においては、あらかじめ書面をもって当該
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指定研修事業者に通知するものとする。 

 

（聴聞の機会） 

第１１条 知事は、第９条第２項の研修事業の中止を命ずる場合及び前条の指定の取消しを行

う場合においては、当該指定研修事業者に対して聴聞を行うものとする。 

 

（書類の保存） 

第１２条 指定研修事業者は、研修事業に関する書類について、研修が終了した日の属する年

の翌年度を起算日として各号に定める期間保存しなければならない。なお、保存期間内に第

８条による廃止又は第10条による指定の取消しを受けた場合は、書類を県に引き継ぐものと

する。 

(1) 修了者台帳  永年 

(2) 受講者の研修への出席状況、成績等に関する書類並びに修了者に関する書類 10年間 

(3) 事業に係る収入、支出の書類 ５年間 

 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、この要綱を実施するために必要な事項については、

知事が別に定める。 

 

附  則 

（施行期日） 

 １ この要綱は平成２７年４月１日から施行する。 

 ２ この要綱は平成３１年４月１日から施行する。 

 ３ この要綱は令和２年４月１日から施行する。 

 


